
はじめに
　2017年6月23日に中国の大学進学試験（セ
ンター試験）の結果が発表された。北京市で
一位の成績を取った熊軒昂は記者のインタ
ビューを受けた時、都市と農村の進学格差を
社会に痛感させるような話をした。「農村の
子どもは名門大学に入ることがますます難し
くなっている。私のような北京（大都市）出
身で両親が高等教育を受けた、生活に困らな
い生徒は有利な立場に立っている。名門大学
では私のような学生の比率が高くなりつつあ
る」１。これにより中国の教育問題が再び世論
に注目され、「寒門難出貴子」２という思想が

一般的に認識されるようになった。
　実は、2014年に国務院は「センター試験制
度改革に関する実施意見」３で地域間（東部と
中西部）・都市と農村の間では進学機会の格
差が存在しているため、小中学校では「学校
選択」４の問題が深刻になっていると既にこの
問題を確認している。
　また、梁・李（2012）の調査によると、北
京大学の学生のうち、海南省や貴州省出身の
学生はほぼ全てがその省の中心都市にある重
点高校から来ている５。中西部、特に教育資
源が乏しい地域においては、名門大学に進学
する機会は概して都市の重点高校に集中して
いることが明らかになっており、進学機会に
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（要旨）
　都市と農村の格差は現代中国の最大の課題であると言われてきた。さらに、都市と農村との間の義
務教育の格差が大きいという問題が指摘されてきたが、近年では政府により格差是正の取り組みが進
められてきている。その結果、農村に重点的に教育投資が行われるようになってきた。
　本論文の課題はこうした農村義務教育への重点投資による施設・設備や教育人材の改善が実際の農
村義務教育にどのような効果を与えているのかを、中国の最貧地区の一つとされる貴州省の現地調査
を通して明らかにすることである。
　本論文では特に教育現場（小学校）の教師へのインタビューを中心にして、「教師から見た」農村
義務教育の現状を明らかにする。

中国農村義務教育改革の成果と限界
── 貴州省における現地調査を中心に ──

The Achievements and Limits of China's Rural Compulsory 
Education Reform

── A case study on Guizhou Province ──

周　　　　　丹＊

ZHOU�Dan

－61－



格差のあることが裏付けられている。
　近年中国の中央政府は義務教育、特に農村
義務教育の改革に力を入れているが、本論文
は改革の成果が挙がっているかどうかを検討
し、改革の中で中国農村義務教育が抱える問
題を明らかにするものである。

第一節　先行研究と課題の設定
　ここでは先行研究の到達点を明らかにした
うえで、本論文の課題と構成を示す。

（1）都市と農村を分断した二元社会構造
　二元社会構造は1958年人民公社の成立と都
市民と農民とを明確に区分する戸籍制度の確
立によって生み出され、都市と農村とが分断
され、異なる社会制度によって運営されてき
たことに由来する。改革開放６以後（1978年）、
こうした二元社会構造は容易には解消され
ず、都市民と農民との社会制度・経済力の格
差の縮小・解消が中国の最重要課題７になっ
ている。
　二元社会構造のもとで、義務教育に対する
教育投資を行う地方政府の財政力には都市と
農村の間で大きな格差が存在している（李

（2015）、小林（2012）、郭（2013）８）。このた
め、都市に比べて農村の教育投資が非常に少
なくなり、学校の設備や施設などだけでなく、
教員の給与の問題（かつては教員の給料は際
だって低く、かつ農村基層政府（郷や鎮）の
財政力の弱さから給料の遅配が頻発した）の
ために優秀な人材を集めることができなかっ
た（李（2011）９）。さらに、地方政府の財政
力の乏しさを補うために、都市民より格段に
所得が低い農民がより重い教育経費負担を強
いられ、あるいは義務教育でさえ相対的に重
い生徒の自己負担のため通学を断念するケー
スもあった。これが ｢二元社会論｣ であり、
結局は農民・農村の貧しさが農村地方政府の

財政基礎を弱めて教育投資を制約するという
議論である。
　なお、近年では中国政府（中央政府）はこ
うした二元社会構造そのものを問題視し、財
政移転により農村の財政力の乏しい政府を支
援したり、より強力な上級政府に責任を持た
せたりするなど解決に努めている。

（2）教育経費の投入不足と非合理性
　2006年以前の中国農村義務教育の問題は教
育投資制度にあると考えられていた（李・郭・
辛（2009））。2006年以後、新たな義務教育経
費保障制度が打ち出され、農村義務教育に対
する経費の投入が増加された。しかし、地域
間の格差はまだ一般的に存在している。沿海
部と内陸部、都市部と農村の義務教育発展の
不均衡問題を是正するには教育への投資をふ
やさなければならない10と李・郭・辛（2009）
は主張している。言い換えれば、農村の義務
教育の問題は新たな経費保障制度によりある
程度改善されたが、まだ投入が不十分である
という主張である。政府の義務教育改革、特
に財政の不均衡是正を評価しつつ、まだ十分
ではないという評価は妥当である。
　他方で、陳（2014）は「分税制」11による中
央政府と地方政府との間の税源配分変更に問
題があるとする。改革開放以降、地方財政、
特に郷鎮や県という基層政府の財政力不足が
常に農村義務教育の問題の中心となってきた
が、特に1994年の「分税制」以降は地方の財
政の窮乏化が強まったと主張されてきた12。

「分税制」改革によって財政収入のうち中央
政府が占める比率が高くなり、地方の財政収
入の比率が縮小された。一方、｢基数法」13に
基づく税収還付制度でより多く納税した省ほ
ど多くの還付がなされたため財政力の地域間
格差は是正されなかった。これに伴って省を
頂点とする上からの徴税要求が強化され、基
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層政府ほど財政が悪化する状態になった。と
くに農村では農村義務教育を実施する郷・鎮・
村の財政力がさらに弱まったため、教育に対
する投資も少なくなったと陳は主張する。
　陳（2014）の主張に対しては異論もある。「分
税制」よりも地方政府の官僚評価システムの
影響が大きいとする主張である。地方政府の
官僚評価システムでは、農村基礎教育があま
り評価されないため、農村基礎教育に対する
投資が軽視されたという（贾・白（2002）、傅・
張（2007））。贾・白（2002）は中央の税収還
付や移転支出を計算し、省への資金の集中度
が1994－2000年の間上がった14ことを明らか
にし、省政府は財政力を持っていることを証
明し、基層地方政府の財政問題は省内の財政
配分にあると主張している。傅・張（2007）
も分税制以降の地方政府の財政投入状況を数
理モデルを用いて分析し、地方政府間の競
争15関係を解明し、教育への投入が少ない原
因は分税制ではなく、官僚評価システムによ
る地方政府の経済競争である16と主張した。
官僚は主に経済成長の成果で競争しており、
資金をGDP増大に貢献しやすいインフラの
建設などに投入し、教育や福祉への投入は地
方政府に好まれないとしている。官僚評価シ
ステムは直接政府の投入行動に影響し、土地
の開発と転売17・インフラ整備の建設に偏重
する結果をもたらしているという18。
　馬（2015）は財政分権により、地方政府間
の競争が激しくなり、政府の投資傾向は短期
的な利益の高い領域に集中する傾向があると
いう。すなわち、即座にGDPを押し上げる
上記のような投資である。これに対し教育は
GDPの増加に対して即効性のある投資領域
ではないため、短期的利益に直結しない点で
好ましい投資領域ではないとされている。ま
た、農村より都市への教育投資の方がより大
きな限界生産物の増加が期待できる。そのた

めに農村より都市に教育投資を行う傾向が強
いと馬は指摘している。馬（2015）はさらに、
グレンジャーの因果性検定の方法を用い、都
市と農村の人的資本による経済発展への影響
を検証した。その結果、都市の人的資本は経
済発展に持続的な正の効果をもたらしている
が、それに対して、農村の人的資本のレベル
は低く、GDPへの継続的な貢献が期待でき
ない19と指摘している。都市と農村の教育投
資の格差が人的資本の開発の程度にまで影響
を及ぼしていることが示されている。
　また、Landry （2008）によれば、中央政
府は教育を重視するようになってきており、
官僚評価システムにも教育に関する項目が設
けられるようになってきたが、それが占める
比率が低いため、地方政府に大きなインセン
ティブが与えられないと指摘している20。
　近年では、中央政府は使用目的を限定し、
対応した地方政府の支出を義務付ける「専項
資金」21の形で予算を各省に配分することに
よって、強制的に地方政府に教育に投資させ
るようになってきており、財政の問題は新し
い局面を向えつつあるが、地方政府が義務教
育、特に農村義務教育を軽視する傾向は様々
な問題を引き起こしていると思われる。

（3） 総合的な政策上の問題と実際の農村義
務教育改革

　農村と都市の二元社会構造やこれに伴う地
方財政の問題が中国農村義務教育問題の焦点
とされてきたが、近年では中央政府がこうし
た問題に対する政策的取り組みを強めてい
る。その中でより具体的な義務教育の財政資
金配分の評価システムや法律の不備について
問題を指摘する研究も現れている。
　劉・李・何（2018）は以下の問題を指摘し
ている。1）各レベルの地方政府の義務教育
に対する支出責任が明確に規定されていな
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い、2）移転支出の交付制度が不備で、義務
教育を実施する県政府に十分に届いておら
ず、義務教育負担で県財政が圧迫されている、
3）教師の配分において政府の裁量による恣
意性があり、都市に偏る傾向がある、4）義
務教育の財政資金配分に関する評価システム
の不備、5）義務教育の財政資金配分を決定
する法律の規定が欠けている。中央政府は、
地方政府に対し、経済発展・安全・環境保全・
就職率などについては具体的な合格基準を規
定しているのに対して、義務教育にはこうし
た規定がない。1993年から提唱されてきた全
国財政内教育経費の対GDPの比率を4％超に
するという目標に関しても法律で規定されて
いるわけではない22。
　夏（2015）は2005年から2010年までのデー
タを用い、2006年に新たな義務教育経費保障
制度が実行されたのにもかかわらず地域間の
格差がむしろ拡大している23と指摘している。
義務教育の不均衡問題は教育制度にある24と
夏（2015）は主張しているが、中央政府が主
導する「上からの改革」だけでは実際の教育
に関する財政資金配分や人材の配分は容易に
は改善されないようである。

（4）農村義務教育の改善プロセス
　これまでの先行研究は基本的に都市と農村
との二元構造と格差という視点から農村義務
教育の問題を捉えようとするものであった。
しかし、前述のように、中央政府が農村義務
教育を改革しようとする取組みを強めても、
すぐには効果が現れないような状況がある。
そこで、本論文では都市農村の格差という問
題も視野に入れつつも、現在の農村義務教育
における問題と改善の方策を探るという点を
焦点にして、考察を進める。
　この点から見ると、幾つかの興味深い既存
研究がある。財政投入の増加が教育の質の

改善に必ず結びつくかどうかについて、周
（2013）は疑問を呈している。農村に対する
教育経費の投入が増えつつあり、農村学校の
施設と都市学校の施設の格差は縮小してい
る。しかし、設備の差の縮小によって農村義
務教育の質が大きく改善されてはいない25と
周は主張している。農村義務教育の質に関し
ては、歴史的には民弁教師と呼ばれ能力や資
質が多様な人材が農村教育を担ってきたとい
うより重要な問題が指摘されてきた。近年、
政府は農村教育人材の改善に注力してきてい
るが、その効果があるかどうかという点も大
きな問題となっている。これが本論文の主題
の一つである。
　『中国農村教育発展報告2016』では農村義
務教育の質改善がいまだに進んでおらず、さ
らに都市化26が進み、農村人口が減るに従っ
て、農村義務教育の問題が小さくなって無視
されてしまう恐れがあるが、しかしそうなる
と、農村の学校はますます小規模になり、よ
り深刻な問題を抱えることになりかねない27

と指摘している。
　また、『中国農村教育発展報告2017』（以下
では『報告2017』と呼ぶ）は、農村から都市
に移動する児童の成績は移動しない児童より
良いということを明らかにした。また、一部
の農村学校の生徒の成績が国家に定められて
いる合格ラインに到達できず、学年の上昇に
伴い学習に対する意欲が低下する傾向がある
と指摘し、農村教育の質改善の阻害要因とし
て、教師の能力不足・学校と家庭との協力不
足などが取上げられており、短期的にそれら
の阻害要因を解消することは困難であると主
張している。
　さらに、『報告2017』では農村義務教育問
題を考察する際に、農村義務教育は何かとい
う「認知革命」が必要であると主張している。
農村義務教育問題というと常に都市と農村の
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比較になりがちであるが、その考え方の裏に、
都市の教育のほうが進んでおり、農村の教育
が遅れており、農村の教育が都市と同じよう
になることが望ましいという考え方がある。
しかし、本論文でも明らかにするが、都市と
農村とではそもそも義務教育の置かれている
環境も、抱えている問題も異なる。そのため、
農村義務教育の問題を考察する際に農村社会
に着目し、農村教育の特徴を掘り起こし、そ
の上に農村義務教育の質改善などの問題を考
えるべきだと主張している。本研究も『報告
2017』と同様に、こうした視点で農村教育問
題を捉えている。
　他方、近年では注目すべき研究が現れてい
る。財源や教育に対する財政支出、教育制度
という次元の問題を超えて、農村義務教育の
問題はより深く広い農村社会の構造や農民の
生活様式・考え方にも原因があるというもの
である。劉（2015）は農村義務教育の問題を
解明するには三つの面から研究すべきだと述
べている。1）教育に関する財政支出と人材
の配分と教育制度の整備、2）農村教育を農
村文化に適合した形で発展させること、3）
農村の子供の農村に対する親密感の育成、で
ある28。劉によればこれまでの研究は�1）に
関わるものが多かったが、農村義務教育への
投資増加と施設設備や教育人材の整備が進む
に連れ、教育財政・教育制度の改善だけでは
農村教育問題の解決が難しいことが明らかに
なってきた。とくに、農村の文化29ないし農
民の考え方が農村義務教育に与える影響は非
常に大きいと劉は指摘している。
　ここで、「親密感の育成」という観点は農
村の子供の育成全体に関わる重要な問題であ
る。劉の主張によれば、子供が「親密感」を
無くすと、自己否定や学ぶ意欲・態度の欠如
に繋がりやすく、このような状況ではどれほ
ど農村義務教育に投資しても、効果が期待で

きないとされる。
　劉が農村義務教育の問題に関して農村・農
民の文化や考え方、子供の農村に対する「親
密感」に着目し、農村教育問題の裏にある思
想・文化に深因があるという点は高く評価で
きる。「親密感の育成」とは農村・農民の文
化が都市化や出稼ぎによって破壊されている
中で、農村の子どもさえ農村の社会や生活に
否定的であることに対する批判だと思われ、
現状への憤りには共感できる。しかし、農村
文化の尊重や復興を主張する点は同意できな
い。改革開放以降の中国社会の急激な変動の
結果として、今までの農村文化が現代社会で
通用しなくなったと考えるとすれば、こうし
て通用しなくなった過去の文化を復興するこ
とは困難であり、それを尊重しようとしても
農民の誇りの回復には繋がらない。さらに、
農民の子供には農民の子供らしい教育（農村
文化を導入した教育）を受けさせるべきだと
いう主張は、中国の農民の収入のうち60％30

が賃金や移転収入31となっており、農民が農
村・農業に密着して生活しているとは言えな
い現状には合わない32。非農業の賃金労働を
前提にしなければ現代の中国農民の生活は成
り立たず、「農民の子供らしい教育」と農村
文化への尊重とは直接は繋がらない。

（5）本論文の課題と構成
　以上の先行研究を踏まえて、本論文ではま
ず、都市と農村とが全く別の制度のもとで建
設され、発展してきたという視点から、中国
における義務教育の歴史的変遷を明らかにす
る（第二節）。つまり、都市の義務教育が直接・
間接の政府の財政支出によって支えられてき
たのに対し、農村の義務教育は概して貧困な
農民自身の負担で実施されてきたということ
である。それが改革開放以降も改善されず、
21世紀になるまで放置されてきた。先行研究
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の大多数はこの問題を財政問題として捉え、
農村義務教育への投資不足や投資配分の不合
理性を指摘してきた。しかし、近年は義務教
育における財政・教師配分の格差が深刻な問
題として指摘されるようになり、政府はむし
ろ農村義務教育に重点投資するようになって
いる。
　本論文が注目するのはこうした政府による
農村義務教育への重点投資の効果である。そ
れまで農村の義務教育問題は投資不足の問題
と考えられてきたが、仮にそれが正しいので
あれば、政府が投資を増やせば問題は改善さ
れるはずである。この点を教育現場で確認
してみることが本論文の目的の一つである。
その手法は貴州省の小学校教員へのインタ
ビュー調査である。筆者は教員に義務教育の
実施状況を問うことが教育投資の効果を確か
める最も直接的な方法だと考えた。この点を
明らかにしたのが第三節であり、その結果は
教育投資の増加だけでは農村義務教育が抱え
る問題の解決は難しいということである。教
育投資の増加だけでは農村義務教育問題の解
決が難しいという指摘は、上述のように、周

（2013）などに見られるが、本論文は教育現
場の校長や教師の意見に着目して問題を考察
した点が先行研究とは異なる。このようなイ
ンタビュー調査による教育改善に対する生の

声の調査は中国農村義務教育に関する研究で
はあまり見られない手法である。
　現在の中国の農村教師は様々な点で教育者
としての機能が果たせない状況に置かれてい
る。この点の解明が第四節である。ここでは
教師を巡る様々な障害があり、職業としての
農村教師は魅力が乏しく、社会的にも敬意を
払われていないことを示す。従って、教師は
職業として誇りを持てない状況にあり、有能
な人材が常に農村から流出する可能性もあ
る。農村教師を巡る問題は行政や生徒の保護
者の態度など様々な要因に由来するが、その
解決は非常に困難であることを示す。

第二節　中国農村義務教育の変遷
　この節では1949年（建国）以降の中国農村
義務教育について、教師に関する特徴を中心
に、制度の変遷を考察する。
　時期区分は、（1）建国（1949年）から改革
開放（1978年）まで、（2）改革開放から教育
に対する財政投資の仕組みが改革されはじめ
た2001年まで、（3）2001年以降からの中央財
政の農村義務教育への直接投入に進む時期の
三期とする。表１に従い説明する。

（1）建国から改革開放まで（1949-1978年）

表１　建国以降の中国農村義務教育の制度の変遷

1949年から改革開放まで 改革開放から2001年まで 2001年以降

教育投資
農民負担・自力更生 農民負担・郷鎮財政の窮乏 中央の指導による農村教育投

資システムの確立

教育制度
農村への放任 農村義務教育の荒廃と制度の

再建の試行
次第に安定

教師の構成
（公弁教師）、民弁教師33、下放
知識青年

（公弁教師）、民弁教師 公弁教師、（代課教師34）

教師の待遇
民弁教師：農民と同じ工分で
労働報酬を計算する。

給料遅配問題、民弁教師待遇
問題

待遇改善・人材の能力向上の
取組み

教師の地位
公弁教師と知識青年が優遇さ
れなかった（文革期）。

改善を試るが、改善傾向は見
られない。

地位向上が政策課題になった。

注：以下の叙述をまとめたものである。
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1951年10月に「学制改革に関する決定」35が公
表され、幼児教育・初等教育・中等教育・高
等教育の範囲が定められ、学制が決められ
た。この「決定」は中国の新民主主義期にお
ける学校制度の確立を意味した。つまり、学
校制度の外形（学校の名称や修了年限や進学
における相互関連など）を定め、それまで放
置され錯綜していた下級学校と上級学校の繋
がりを整理したものに過ぎず、学校を整備し
たり、補助したりする文教政策を含むもので
はなかった。
　1954年9月の「中華人民共和国憲法」では
国務院の文化・教育及び衛生に対する管理権
と中華人民共和国公民の教育を受ける権利が
明記されたが、資金調達や管理の主体といっ
た具体的な学校建設や学校運営の実施方法に
ついては未整備であった。
　1958年毛沢東の提唱した ｢大躍進｣ の中で、
教育に関しては9月に「中共中央、国務院に
よる教育事業に関する指示」が公表された。
この「指示」では、急速な教育事業の普及を
目指し、野心的な計画が示された。具体的に
は3年から5年以内に基本的に無識字者をなく
し、小学校を普及させるとした。このため、
利用できる全ての手段を活用することを提唱
し、教育に関する権限を地方政府に移譲する
とした。
　農村における小学校などの建設と管理はす
でに1957年の第三回全国教育事業会議の決定
により、農業合作社36（生産大隊37）に委ねら
れていたが、この ｢指示｣ により農民の動員
や拠出金によって全国の農村で小学校建設が
進み、さらに学校の運営も農民の責任と負担
で行われることになった（自力更生）。
　当時、農民は概して貧困で学校運営費の負
担が重く、運営する生産大隊も財政力が乏し
かったため、小学校の建設と運営は農民に歓
迎されたわけではない。また、教員は不足し

ていたため、大量の民弁教師が採用されたが、
民弁教師は農民と同じ工分38で働いた。学校
は作られたが、民弁教師は概して学歴が不足
し、能力に問題があったものが多い39。
　文化大革命（1966－1976年）期には、一方
では ｢小学校は生産隊を出ず｣ ｢中学校は生
産大隊から出ず｣ ｢高校は人民公社を出ず｣
という農村教育機関の分散化（｢村村建学｣40）
が打ち出され、学校数が急速に増えた。その
ため教員への需要は一挙に高まったが、文化
大革命のため、大学入学試験が中止され、大
学の教員や生徒が農村に下放されるなど、高
等教育機関は機能停止していて、師範学校も
教育機能を果たせなくなっており、教職教育
を受けた教師の供給は止まっていた。そこで
大量の民弁教師が採用されることになった。
　他方、文化大革命は毛沢東による「反知識
人」の運動でもあり、知識人と見なされれば
反革命のレッテルを貼られて、大衆運動の標
的41にされた。農村では高度の教育を受けた
者は少なく、小学校の教師は数少ない知識人
の代表として迫害されることが多かった。
　教師の中にはかつては公弁教師だったが、
農村義務教育機関の管理権限が下級の行政機
関に下ろされたため、公務員の枠がなくなり、
公弁教師の地位を追われて、待遇の悪い民弁
教師に転落した人もいた。こうした人々も文
化大革命の犠牲者になった。また、文化大革
命中に都市から農村に下放42されてきた知識
青年も大量に民弁教師となった。なお、地元
出身で民弁教師を労働の軽い仕事と考える、
相応の学歴がある農民も民弁教師になる場合
があった。こうした地元出身の民弁教師は農
民と同じ身分で、地位が高いわけでもなかっ
たが、彼らは概して余り攻撃されなかった。
　文化大革命が農村義務教育に残した遺産
は二つある。一つは大量の民弁教師である。
1976年には小学校の民弁教師の数は341.6万
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人に達し、都市を含めた教師総数の64.6％43

を占めていた。二つ目は農民の教師に対する
蔑視の固定化であり、農村教師を極めて不人
気な職業にしたことである。民弁教師は公弁
教師の1/4－1/3しか給料を貰えず44、社会保
障（医療保険・年金）もない。しかも農民か
らは白眼視され「臭老九」45と呼ばれ、人気の
ない、人がやりたがらない職業になっていた。

（2） 改革開放から教育に対する財政投資の
仕組みが改革されはじめた2001年まで

　1978年から1985年までは教育の回復段階で
ある46と労（2009）は主張している。確かに
1977年に大学の入学試験が回復され、1980年

「中華人民共和国学位条例」により学位制度
は法律的には文化大革命の混乱から立ち直っ
た。さらに、1982年に「中華人民共和国憲法」
が修正され、公民の教育を受ける権利と義務・
教師の教育活動における自由などが憲法で定
められた。しかし、1980年代の半ば頃は農村
義務教育が回復段階にあるとはとうてい言え
なかった。
　改革開放が農村義務教育に与えた最大の影
響は義務教育の財政基盤である郷鎮財政の窮
乏化である。1985年の「中共中央による教育
体制改革に関する決定」47（以下「1985年決定」
と呼ぶ）は財政状況の厳しさを教育投資に対
する制約の主要因としているが、人民公社の
解体によりできた郷鎮は、有力な郷鎮企業48

を持たない場合は財政が逼迫していた。「1985
年決定」では農民からの教育費付加金49（教
育税）で財政を賄うように指示していたが、
これは郷鎮が行ってきた教育経費の農民から
の調達の追認であり、農民から徴収できる教
育費付加金には限度があったため財政状態の
改善には繋がらなかった。
　また、「1985年決定」では、もともと待遇
が悪い農村の学校教師の給料さえ確保できな

いとの理解も示された。農村の学校教師は上
述のように社会的地位が低い上、給料さえ十
分にもらえないことは教師の流出に繋がる。
教師の社会的地位及び待遇の問題を含む農村
義務教育問題がますます深刻になり、無視で
きない状況であった。教師の地位を高め、教
育経費を確保することは当面の急務となった
が、農民の負担で問題を解決するという道が
選ばれたが、農民の負担能力が限られている
ため有効ではなかった。
　教師の地位を高めるために、1985年第六回
全国人民代表大会第九次会議で「教師の日」
の設立案が可決され、毎年9月10日は「教師
の日」となった。しかしそれだけでは問題は
何ら解決されなかった。
　さらに、1986年4月12日第六回全国人民代
表大会第四次会議で「中華人民共和国義務教
育法」（以下「義務教育法」と呼ぶ）が可決
された。中国で初めての義務教育の基本法が
ようやく制定されたのである。
　「義務教育法」第18条には各レベル人民政
府は各種の措置を採用し，学齢にある児童・
少年の就学を保障すること、また、学齢にあ
る児童・少年の父母その他の保護者及び関係
する社会組織，個人は学齢にある児童・少年
に規定の年限の義務教育を受けさせる義務を
有すると規定している。
　しかし、「義務教育法」を制定する裏には
教育経費の流用を防ぐという理由があったと
楠山（2010）は指摘している50。「義務教育法」
では中央・省・市・県・郷鎮のいずれの政府
が義務教育に対しどう関わるかや、どのよう
な責任を負うかが明確に規定されておらず、
それはこれまでの基層政府（県・郷鎮など）
に義務教育の実施をすべて委ねるような実効
が乏しいものだった。
　他方で、1993年2月に「中国教育改革発展
綱要」（以下「綱要」と呼ぶ）が公布され、
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中国の教育の現状に対して厳しい見方が示さ
れた。「綱要」では教育に対する投資が不足
しており、教師の待遇が悪く、学校施設が劣
悪であると指摘し、「義務教育法」及びその
実施細則を遵守しなければならないと指示し
ている。1986年の「義務教育法」が守られて
いないという問題を確認し、地方政府を非難
したものである。中等学校以下の学校は分級
建学、教育管理において分級管理51という中
央政府からの要求に対して、財政が厳しい地
方政府（郷鎮）には教育経費の調達は依然と
して困難であり、義務教育の状況が改善され
たとは言い難かった。
　同年10月「中華人民共和国教師法」（以下

「教師法」とする）が可決され、教師の権利
の保障及び待遇改善が定められた。権利の保
障では教育活動を行う権利・研究する権利な
どが定められており、やや一般的な規定であ
る。待遇改善はより具体的で、「給料は公務
員の平均水準を下回らない」「社会保障は公
務員並み」「給料の遅配禁止」など現実的な
問題への取組みの方向性が示されている。但
し、地方財政への配慮がないため、現実的な
解決策を提示できていなかった。
　「教師法」では公弁教師の給料・待遇の公
務員並みが示されていたが、教員の処遇はす
ぐには改善されなかった。加えて、農村の義
務教育には公弁教師よりも遥かに待遇が悪い
民弁教師が沢山いる状況だった。民弁教師の
能力が不確かであるため、公弁教師への置換
えが必要だとの見解は1980年から示されてい
た52。しかし、財政に困窮していた郷鎮は給
料の安い民弁教師に頼らざるを得ず、民弁教
師の総数はゆっくりとしか減らなかった53。
　ここで農村義務教育に対する実効のある改
革が試行されるようになる。能力の不確かさ
と低い待遇という民弁教師問題を根本的に解
決しようとしたのは、1997年9月の「国務院

弁公庁による民弁教師問題の解決に関する通
知」54（以下「通知」と呼ぶ）であった。民弁
教師問題に対する政策は各省で計画を立て実
施させ、結果を報告させることとなった。中
央は地方政府に民弁教師問題の解決を迫る方
法を見つけた。
　「通知」では民弁教師の問題を解決する方
針は「閉・転・募・辞・退」55であると強調
し、具体的な指標を示した。それは2000年ま
でに、毎年約20万人の民弁教師を公弁教師に
身分転換させ、2000年までには80万人の民弁
教師を置き換えることを目指した。また、師
範学校は毎年の生徒募集計画の定員のうち
20％-30％を民弁教師の再教育のために確保
し、2000年までに合計14万の民弁教師を師範
学校で研修することとした。
　しかし、1990年代の農村義務教育の最大の
問題は郷鎮財政の悪化による農村教育投資の
不足、特に農村教師の給料の遅配問題が深刻
化したことであった。郷鎮財政の悪化で民弁
教師の排除は進まず、他方で農民負担が耐え
難いほど増加していた56。

（3） 2001年以降の中央財政が農村義務教育
への直接投入に進む時期

　これに対して、2001年「農村税費改革の実
験を更に進めるに関する通知」57が出され、農
民への直接教育費負担などを禁止した。これ
により、郷鎮は農村教育費の財源を失うが、
同年の国務院「基礎教育改革と発展に関する
決定」（以下「2001年決定」と呼ぶ）により
農村義務教育の管理主体を郷鎮から県に移す
という政策の転換で問題解決が図られた。
　県が管理主体になり、農村学校教師の給料
を直接銀行振り込みとする処置により、遅配
問題の是正が期待された。財政力がより強力
な県を中心とした管理体制にすることで、教
師の給料遅配問題だけでなく、農民負担の問
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題の解決も目指された。
　しかし、これでも農民の重い税負担の問題
は解決しなかった。「2001年決定」では給料
支給が困難な県に対しては財政支援が与えら
れるとしたが、中央ではなく省政府によると
したため、財政の厳しい地域では支援しなけ
ればならない県が多すぎて、省政府でさえ全
てを支えることが難しかったため、県などの
財政窮乏は変わらず、国務院の指示に反して
農民への直接負担が重い状態が続いた。
　長く続いた農村義務教育の費用を農民に負
わせる仕組はもはや継続できず、転換が迫ら
れていた。農村の教育人材の確保が大きな課
題となる中で、教師の待遇に関する大きな転
換は2003年国務院の「農村教育事業をさらに
強化することに関する決定」58（以下「2003年
決定」と呼ぶ）であった。「決定」では中央
が行った給料に関する補助の省による流用59

を禁止すると共に、農村小中学校教員の賃金
保障は省長が責任を負うとされ、国務院が賃
金支払いの難しい県を直接指定して各省に必
要な移転支出を強制する仕組が作られた。中
央は直接資金を投入しなかったが、各省は国
務院の指示に従い財政力の乏しい県の財源を
保障するようになり、農村小中学校の教員の
賃金は改善に向った。
　さらに、民弁教師の問題の最終的な解決が
進められた。民弁教師排除の政策が打ち出さ
れたにもかかわらず（1992年）、「普九」（九
年制義務教育）の実施へ向けた農村義務教育
の拡大のため人材が不足しており、その中で
は民弁教師の排除は容易には進まなかった。
1997年の民弁教師を公弁教師に転換する政策
が終了した2000年でも27.72万人60の小学校民
弁教師が存在していた。2001年以降は民弁教
師としては報告されなくなったが、同じよう
な非正規の教師が「代課教師」という別の名
称で存在し続けた。

　2006年3月教育部は記者会見で代課教師の
排除を明言したが、2011年の「中小学校の代
課教師の問題の解決に関する意見」61（以下「意
見」と呼ぶ）によると、当時は問題を解決す
る環境が作られていなかったため、代課教師
の問題は依然として解決されなかった。2011
年の「意見」では、優秀な代課教師を公弁教
師に身分転換させ、一部の教師を工勤崗位62

（事務職員・用務員）に転換させる政策を実
行するよう、省政府に責任を負わせた。また、
退職させる教師に対して、彼らの社会保障を
確保し、一定の退職金を支払い退職させると
の補償措置も明記された。「意見」に示され
るように民弁教師の問題がまだ残っていた。
農村、特にへき地においては教師のなり手が
少なく、供給の問題が改善されない限り、民
弁教師・代課教師を一掃することは現在でも
難しい。
　もう一つの転換は2005年12月農業税条例の
廃止が可決され、2006年1月１日に農民から
徴収していた農業税の全面的廃止で起こっ
た。これはこれまで中央の指示に反して行わ
れてきた農民からの直接税徴収を全面的に禁
止する画期的な措置だった。
　2005年12月、国務院は「各管理部門の責任
を明確し、中央と地方が共同に負担し、省に
より全体を企画し、主な管理責任を県が負
う」63という経費保障制度を打ち出した。中央
政府が農村義務教育に対し、まず学費と雑費
の無料化のための経費の一定割合64を中央政
府が負担することを定めた。一定割合の中央
負担の支出は他の部分の地方政府による支出
強制を意味し、地方政府負担分を含めた教育
投資の確保となった。また同じく、公用経
費（学校運営費）も同じ割合で中央政府が負
担するとした。なお、教科書代については中
西部のみ全額中央政府が負担することとした
が、教員の給料や寄宿制学校の寄宿費補助は
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地方政府（県）の負担とした。
　こうした中央政府の財政負担が地方政府に
農村義務教育への取組を強制して、農村義務
教育の大転換が起こった。
　2006年6月全国人民代表大会で「義務教育
法」の修正案が可決され、義務教育経費の調
達・管理責任がより明確になった。修正され
た「義務教育法」では以前の農民からの直接
徴収を含む「教育費付加金」の規定が無くな
り、さらに農民から学費・雑費を徴収しない
と規定した。これを契機として、西部をはじ
め農村での無償義務教育が次第に全国で普及
する。
　建国以降の中国農村義務教育の流れを見れ
ば、経費の農民負担や中央政府による管理の
不十分な時期が長く続いたことがわかる。し
かし、2001年頃を転換点として、政府による
教育投資が確保されるようになり、農村の義
務教育の施設・設備が急速に整備されると共
に、「給料は公務員の平均水準を下回らない」

「社会保障は公務員並み」「給料の遅配禁止」
という形での教師の待遇改善が次第に進ん
だ。こうして中国の農村義務教育は明らかに
転換した。

第三節　�農村の教育現場に対する現
地調査

　2006年から農村義務教育に対する本格的な
財政投入が行われるようになった。これが教
育現場にどのような効果を与えたのかについ
て、教員に義務教育の実施状況を問う現地調
査（インタビュー）を行った。そこで、2017
年6月19日から6月28日まで、貴州省におけ
る10の小学校で校長と教師に対してインタ
ビューを行った。教師に対するインタビュー
では対象校ごとに異なる年齢層の教師（2人）
を調査した。

　貴州省の農村義務教育の一般的状況を反映
するために、調査対象の選出において異なる
地区（5つの県）及び学校種類を網羅しよう
とした。まず、調査地の選択については、都市・
省都に近い県・少数民族自治県・一般県65・
貧困県66を選んだ。また、学校の選択におい
ては、都市近郊の小学校・県城の小学校・鎮
の小学校・県城に近い農村小学校67と県城か
ら遠い小学校68が含まれている。
　中国では、都市と農村という二元社会が長
い間、中国の全社会を特徴つける社会構造と
されてきた。他方、中国政府は農村の都市化
を集鎮化という方法で進めてきた。それは農
村の中に数万人の人口集中地域を作り、産業
を誘致して都市化するという方法である。こ
れにより、鎮や県城では名目的には農民戸籍
から都市戸籍に転換された人々（旧農民）が
生まれた。ただし、集鎮化だけで彼らの暮ら
しが変わるわけではなく、鎮や県城の戸籍は
都市戸籍であっても、二流の都市戸籍に過ぎ
なかった。更に、農民問題を解決する行政単
位（政府）は基本的に県であり、農村を治め
るのが県という考え方があり、一般に県や鎮
は農村と見なされている。政府は「県鎮」と
いう都市と農村の中間の分類を作って、県城
や鎮は都市であることを強調しているが、県
鎮は一般に農村と見なされている。
　調査対象の小学校はほとんどが県城以下の
農村小学校であるが、参考のため一校（Ｅ校）
だけ都市の小学校が含まれている。
　また、小学校の分類は、都市の小学校と鎮
の小学校を除いて、県城との距離で分類した
が、その理由は県が農村義務教育の実施主体
となっていて、その中心からの距離が教育改
革の進捗状況に影響を与えていると考えられ
る。
　学校に対する調査は全て電話で事前連絡を
取り、調査内容を匿名で学術論文に使うこと
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について学校及び教師から承諾を得た。その
ため、後述の調査対象は全てアルファベット
で表記されることになる。
　校長や教師は教育現場にいるので、農村義
務教育への重点投資が現場をどう変えたかや
教育改革の進捗状況を実感していると考えら
れる。教師の見方はもちろん一面的であり、
農村義務教育全体の姿を正しく捉えたものと
は言えないだろうが、この点に留意しながら
農村義務教育への重点投資の効果と教育改革
の現実を分析するのがこの節の目的である。

（1）教師不足の問題
　まず、長年の農村義務教育の大問題であっ
た教師不足についてである。
　ａ、県ごとの教師の不足状況
　最初に県ごとに示されている教師数のデー
タを検討して教師の不足の概要を示す。
　表３は調査地教師数とその状況を示したも
のである。2014年中央政府の「都市と農村の
教員編制70を統一する基準に関する通知」に
より小学校の「生師比率」71が19：1と定めら
れた。その「生師比率」を基準にすると、表
３に示したようにＸ県を除き全地域で教師が

やや不足している。とくに、Ｎ県では基準に
対する教師不足数は専任教師総数の18％を超
えている。インタビュー調査によればＮ県の
教師の賃金が特に低いことはない。しかし、
Ｔ校校長の証言からＮ県では「生師比率」を
正規の19：1ではなく、23：1を採用している
ことがわかった。限られた財源で教師の賃金
水準は確保するものの、教員数を減らさざる
を得なかったと思われる。生師比率から見る
限り、全体としての教師不足は深刻ではない
ように見えるが、今なお地域間の格差が存在
していることが確認できる。
　ｂ、インタビューから見た教師不足
　他方、校長に対するインタビューを通して、
一部分の学校ではまだ教師不足問題が存在し
ていることが明らかになった。校長にインタ
ビューした小学校9校のうち、4校で人手不足
が確認された。
　教師数がかなり足りない学校もあった。「教
師は22人が足りない」（Ｊ校校長）のように
大きな教師不足を訴えるものもあったが、こ
れは中国の教師の雇用が実質的に一つの学校
に定年まで勤務するという固定的な就業形態
をとっており、このため、児童数の変動など

表２　学校分類

都市近郊小学校 Ｅ校
県城小学校 Ｊ校 Ｚ校（中心小学校69）
鎮小学校 Ｒ校（中心小学校）
県城に近い農村小学校 Ｔ校 Ｓ校 Ｙ校
県城から遠い農村小学校 Ｍ校 Ｄ校 Ｇ校（寄宿制学校）

表３　調査地教師数とその状況

指標 Ｘ県 Ｓ区 Ｙ鎮 ※Ｚ県 Ｎ県
在校生徒数（人） 16869 63616 60856 31248 97472
専任教師（人） 1043� 3180� 3078� 1632� 4346�

「生師比率」で計算された教師保有量（人） 888� 3348� 3203� 1645� 5130�
教師不足人数 －155� 168� 125� 13� 784�
不足している教師数と専任教師の比率 －14.88％ 5.29％ 4.06％ 0.77％ 18.04％
出典：貴州省統計局によるデータより、筆者作成。
※は少数民族自治県である。
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に直ちに対応できないためである。他方で、
「他校への応援」で教師が減ってしまってい
るという声もあった（Ｄ校校長・Ｒ校校長）。
固定的な人事制度のため、教員配分の不均衡
が是正されにくいという問題がある。
　さらに、小規模校には別の問題がある。「教
師不足問題がありますか」という問いに対し
て
　　�　「足りない。今編制内の教師は8人しか

いない。そのため「包班制」（一人の教
師が全教科を教える授業法72）を採用し
ている」（Ｔ校の校長）

　との回答がある。小規模校は生徒数に比べ
て仕事量が多いことを考慮すれば、大規模校
より低い「生師比率」でなければ授業を運営
できない73ため、この状況では教師が必要な
予習や教材作成を行ったり、研修を受けたり
する時間が不足するということになる。
　そもそも都市と農村とでは教育を巡る環境
条件が全く違うので、同じ生師比率では同じ

ような教育を実施できないのではないかとい
う疑問があり、農村義務教育の教員不足とい
う問題は農村義務教育がどのような水準で維
持されるべきかという問題と共にでなければ
回答は出ない。

（2）教師の能力に関する考察
　ａ、学歴
　中国の義務教育の歴史の中では、教師の学
歴の低さが常に問題になってきた。図１に示
したように、2000年でも小学校教師の80％は
高卒程度以下の学歴しか持たず、4年制大学
卒は皆無だった。これは農村・都市を含めた
ものであるが、既に見たように財政力の乏し
かった農村では教師の待遇が悪いため、都市
と比べても低学歴の教師が多く、農村義務教
育問題の中心の一つは教師の学歴の低さにあ
るとされていた。教師の能力は学歴だけで決
まるわけではないが、学歴の向上は教師の能
力向上にとっての必要条件と考えられるた

出典：1997-2016年の中国教育部発展企画司「教育統計データ」より、筆者作成。
　＊2002年と2006年のデータが統計されていない。

図１　小学校教師の学歴構成
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め、教師の学歴向上への対応は重要な政策だ
と考えられる74。
　図１からわかるように90年代末までは中
専・高校卒業の教師が小学校教師の主力と
なっていたが、その後、大学専科（短期大学
相当）卒の教師の比率が急激に増え、2007年
頃から大学本科（4年制大学）卒の教師が急
速に増加して、2015年には本科と大専の教師
の比率は初めてほぼ同等になった。2016年に
は大学本科の教師の比率は大学専科を超え、
50.4％に達した。現在では小学校の教師はほ
ぼ高等教育を受けた人材になっている。
　一方、貴州省の小学校教師の学歴構成から
見ると、2013年大学本科卒の教師は22.72％
を占め、大学専科卒の教師の比率は62.06％
であった。2016年に大学本科卒の教師の比
率が上がってきて37.95％を占め、それに対
して大学専科卒の教師の比率は53.51％75に下
がった。貴州省の小学校教師の学歴も急速に
向上している。しかし、大学本科卒の教師の
比率はいまだ全国平均水準を下回っている。
　さらに、教師に対するインタビューを通し
て教師の世代と学歴の構成が観察できた。表
４は現地調査対象者の世代と学歴を示したも
のである。20代の教師は全て大学卒業であり、
新卒で採用される教師の学歴が高くなってき
たことがわかる。貴州省の小学校教師の大学
本科卒の比率は全国の平均水準に達していな
いが、新卒で採用された教師は大卒化してお
り、将来は貴州省の小学校教師の学歴がさら

に上昇していくと考える。
　ｂ、研修
　教師に対する質問「学校から研修の機会が
与えられたことがありますか」に対して全て
の教師は「はい」と回答している。さらに、
研修の効果に対して、教育理念の改善と教育
方法の向上などに役に立っていると研修を高
く評価している。教師に対する研修制度が築
かれ、農村小学校まで普及していることが確
認できた。
　ただし、研修の機会と質について以下の問
題も示されている。
　1）教師不足により、研修の派遣が難しい。
　　�　「派遣は学校の教師の数と関わってい

る。本校の教師数が少ないので、教師を
派遣すればその教師が担当しているクラ
スの授業は休講になってしまうので、近
年本校では派遣していない」。（Ｔ校のＡ
先生）

　研修は教師の能力を高めるための重要な手
段であるが、研修を受ける機会は農村に傾斜
するどころか、教師が不足している農村小学
校では研修機会が少なくなってしまう構造と
なっている。
　2）県レベルの研修が多いが、市・省・国
家レベルの研修が少ない。
　　�　「県内の研修がある。しかし、年配の

教師の機会は少ないし、殆ど県内の研修
である」。（Ｊ校のＡ先生）

　さらに、県内の研修では二次研修76が多す
ぎて、研修効果が疑われるという意見も教師
の中で見られる。
　　�　「県内の二次研修が多すぎるし、効果

も良くない。」（Ｔ校Ｂ先生）
　教育人材採用の制度化及び教師の研修制度
の拡大により、専門的力量を中心に教師の能
力は外形的には向上している。20代の教師の
学歴が大学卒業まで上がっており、研修制度

表４　調査対象者の世代及び学歴構成

世代 人数 学歴構成
20代 4人 3人大学本科卒業、1人大専卒業

30代 4人
1人大学本科卒業、2人大専卒業、
１人中専卒業

40代 2人 2人大専卒業

50代 3人
1人大専卒業、１人中専卒業、
1人高校卒業

60代 1人 中専卒業
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においては機会と質の問題が存在しているも
のの、インタビューを通して教師に教育理念
の改善や教育方法の向上などに役に立ってい
ることが確認できた。しかし、それが教育に
対する「情熱」や教師の「総合的な人間力」
の向上を伴っているかどうかは分からない。

（3）教師の待遇に関する考察
　「政府は教師の給料や福祉の向上に努力し
ているようですが、どう思いますか」に対し
て全ての教師は「給料が上がった」と回答し
た。インタビューを通して教師賃金の遅配問
題が解決され、毎月の給料は予定通りに口座
に振り込まれていることが確認できた。
　しかし、教師の待遇に対して不満も存在し
ている。
　1）公務員並みの待遇にされていない。
　　�　「公務員と比べないならまあまあいい

と思うが、公務員と比べると不公平だと
思うようになった。公務員に年末ボーナ
スがあるのに対して私達は貰っていな
い。……（中略）……公務員は年末業績
ボーナスもあるし、年末ボーナスもあ
る。」（Ｊ校のＢ先生）

　　�　「今教師と公務員の給料の差は1700－
1800元ある。公務員は5000元を超えてい
るのに対して、教師は4000元弱しかな
い。」（Ｅ校のＡ先生）

　2）都市の教師との収入の差が存在している。
　　�　「同期のクラスメート（都市にいる）

と私たち農村にいる教師との賃金の差
は大きい。同じ教師で同じ職齢なのに、
1000元から2000元の差が生じている」。

（Ｄ校のＡ先生）
　教師の待遇に対して「教師法」に規定され
ている「給料は公務員より下回らない」「福
祉は公務員並み」という規定に対して、現実
はそうではないことに教師の間で不満が生じ

ている。また、都市の教師との待遇の差にも
不満を持っている。他方で近年では教師の給
料の遅配がなく、給料が上がったということ
が確認できて、給料に対して強い不満はない
と回答する教師は11人がいる。
　2006年から中央政府により農村義務教育へ
の重点投資が行われ、それに一致して図1で
示されたように大学本科卒の小学校教師の割
合が増加したのも2006年前後であり、大学卒
業の教育人材を農村に招くことができたのは
大学卒業に相応しい賃金を提供している政策
の成果と考えられる。

（4）末端行政機関としての「学校」
　他方、教師を悩ます最大の問題は教育以外
の仕事に忙殺されることである。
　中国の場合、公立学校は「事業単位」とさ
れている。事業単位とは一般の行政機関の下
部に置かれる政策実施機関で、行政から仕事
を与えられ、それに応じて下請け的に仕事を
行う。待遇は公務員に準じるが、一般の公務
員より劣っており、差別されている。事業単
位は特定の行政部門に属するものではなく、
地方政府（県政府）全体に支配され、その命
令に従う。
　教師を事業単位の正規の構成員とすること
で待遇改善が図られてきたが、その際、教師
の編制（定員）を他の行政部門から移動させ
た部分があり、その分、他の部門では人員不
足になっている。そこで、他部門の仕事が全
く関係のない教師に押し付けられることにな
る。
　校長に対するインタビューでは仕事の内容
と量について校長たちは以下のように述べて
いる。
　　�　「教師の社会的地位が低い。周辺の小

学校も同じだ。仕事の量が多い。いろい
ろな仕事が押し付けられている。教育・
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児童に関わる仕事以外に様々な仕事もや
らせられている。例えば「一般文化調査」

「麻薬取締」などだ。村民達はそのよう
な仕事に協力しないこともある。戸籍を
見せないとか写真を取らせないとか、と
てもやりにくい。本職である教育に大き
な影響がある。前の学校にいた頃は、教
師は教えることに専念できていた。当時
の教育設備は今より粗末だったが、教育
効果は今より遥かにいいと思う。しかし
我々は基層にあるので、押し付けられた
仕事をするしかない。仕方がない。教師
の政治的地位を上げてほしい」（Ｔ校の
校長）

　　�　「学校を管理するのは教育局だけでは
ない、地方政府も直接管理することがで
きる。仕事の半分以上はそのような仕事
だ。ティーチングに大きな問題を引き起
こしている。」（Ｍ校の校長）

　このような状況は全ての学校で観察でき
た。Ｚ・Ｊ・Ｒ校の教師は教育と関係のない
仕事は全ての仕事の50％以上を占めていると
述べている。
　インタビューを通じて教師たちは教育以外
の仕事（行政部門から依頼された仕事）で忙
殺されていることが分かった。教育が円滑に
進んでいるとはいえない状況だが、彼らが教
育の問題に真剣に取組むことができない理由
の一つはこうした教育以外の仕事による多忙
さである。
　さらに、（3）で見たように、教師は待遇に
おいて、一般の公務員との差を特に気にして
いるが、これは行政の末端職員として扱われ
ていて、自分が公務員であることを強く意識
せざるを得ないためではないかと思われる。
　近年では、大卒の就職が難しいとされ、内
陸部、特に農村では公務員の人気が高い77。
その中で「事業単位」である義務教育の教師

も一種の公務員として人気があるが、教師に
なりたいという人ばかりでなく、公務員試験
の競争が激しいため、公務員を諦めた人が義
務教育の教師を目指すケースも多いし、都市
より農村の方が教師になりやすいので、概し
て教育環境の厳しい農村に教師になりやす
いという理由で就職する者もいる。インタ
ビューの中で、Ｔ校のＡ先生が教師に応募し
た年には市内の学校の募集数15に対して応募
数は4000以上であったが、農村小学校では募
集数48に対して応募数1000未満だったと述べ
ている。近年、農村義務教育の教師になった
人はこうした競争の激しさの違いから農村を
選んだという人が少なくない。つまり、最初
から公務員の一種として農村義務教育の教師
を選んでいるわけである。

第四節　機能不全の農村義務教育
　前述のように、農村における義務教育は財
政投入の増加により教育人材の量及び質（学
歴）が外形的には改善されてきているが、そ
れでも教師に対するインタビューから見れば
農村の義務教育は順調に発展していないと判
断できる。

（1）学習意欲が低い生徒の層の存在
　校長と教師に対するインタビューでは生徒
の学習意欲78が低い、宿題をしないなどの問
題が一般的に認識されていることを観察し
た。この現象は県城から遠いほど著しい。県
城から離れた学校から考察しよう。
　①�　県城から車で2時間以上離れているへ

き地のＤ校Ｂ先生は一年生の学年末の生
徒に対して、「成績の良くない生徒は自
分の名前さえきちんと書けない」という

（Ｂ先生は学習意欲の高い生徒10％に対
し、低い生徒70％と評価している）。
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　②�　県城から車で30分程度の農村小学校Ｔ
校で2年生を教えているＡ先生は「教え
てあげたことが生徒に吸収されていな
い。一生懸命教えたつもりなのに、結果
に反映されていない。自分の能力が足り
ないのではないかと疑ってしまう」（Ａ
先生は学習意欲の高い生徒と低い生徒の
割合はそれぞれ１/3と評価している）。

　③�　同じくＴ校で1年生を教えているＢ先
生は「生徒は教師の言うことを聞かない、
あるいは教師の問いかけに反応がない。
例えば遊んでばかりで、宿題をしない」

（Ｂ先生は学習意欲の高い生徒20％に対
し、低い生徒60％と評価している）。

　④�　県城から車で20分程度の農村小学校Ｓ
校の専科教師Ａ先生は「生徒の成績は両
極分化している。教えるのが難しい」（Ａ
先生は学習意欲の高い生徒60％であり、
低い生徒40％と評価している）。

　⑤�　鎮の学校であるＲ校のＡ先生は「生徒
を『優秀』『学習困難』『発展途上（大き
な進歩を得る可能性のある生徒）』に分
けて管理している」とし、教育で重点を
置くのは「『発展途上』の生徒を教える
こと」だという。その理由は「『発展途上』
の生徒は進歩が速いので、教師の評価を
高めるのに役に立つから」とする（Ａ先
生は学習意欲の高い生徒50％であり、低
い生徒30％と評価している）。

　⑥�　鎮の学校であるＲ校のＢ先生は学習態
度の悪い生徒について、「留守児童が原
因として大きい。親は出稼ぎに行ってい
て、勉強を正しく指導していない。祖父
母に甘やかされている。」とし、最も大
きな問題として「学習困難の生徒に対す
る管理が難しいと思う。学習困難の生徒
は成績が悪いという問題だけではなく、
教師に対する態度や考え方や家庭などに

も問題がある」と述べている（Ｂ先生は
学習意欲が高い生徒70％のに対して、低
い生徒30％と評価している）。

　学習意欲の低い生徒は全ての調査対象校で
存在しており、低いところでも20％（ここで
は取上げなかった都市近郊のE学校である）
いる。そうした学習意欲の低い生徒は当然、
教師にとって問題になるはずだが、学習意欲
の低い生徒の比率が高くなるに従って、教師
は対策を取りにくくなっているように見え
る。
　①から③の事例では、学習意欲の低い生徒
が多数に上っていて、教師が授業をちゃんと
組み立てられていないようである。しかし、
④の事例では意欲のある生徒とない生徒の二
極化で「教えるのが難しい」と言っているの
であり、授業は成立していると言えそうであ
る。
　さらに、⑤に見られるように、学習意欲の
低い生徒が少ない学校では「発展途上」の生
徒を指導することは教師の評価を上げるのに
役立つとして相対的に積極的な対処が見られ
る。⑥に見られるように、学習意欲の低い生
徒が相対的に少ない状態でも、その対処に苦
慮していると述べられるが、ちゃんと学習し
ている生徒の中での学習意欲の低い少数者の
問題のように見える。
　学習意欲の低い生徒という評価は教師側の
一面的なものであり、そうしたレッテル貼り
は教師の責任放棄と見なされる面がある。し
かし、やる気のない生徒が増えるにつれ、授
業そのものを維持するのさえ難しくなってい
るように見える。大多数の生徒がやる気のな
い状態で、やる気を起こさせることは教師一
人の手に余る事態になると考えられる。少な
くとも教師の側の「やる気」だけでは片付か
ない問題である。
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（2）低い学習意欲の原因
　農村の学習意欲が低い生徒の学習意欲低下
の原因は以下のように考察できる。
　ａ、留守児童・多忙な親
　学習意欲が低下している生徒について多く
の教師たちは留守児童・親の多忙によって放
任される子どもという状況が原因だとする回
答が多い。
　　�　「この部分の（学習意欲が低い）生徒

は留守児童が多い。祖父母に育てられて
いる。留守児童ではなくても、両親は仕
事に忙しくて、子どもの面倒を見る余裕
がない。結局子どもの面倒を祖父母に任
せてしまう。祖父母は子どもを甘やかし
ている。生活面の面倒は熱心に見ている
が、教育は重視していない。祖父母は教
育しようとしても適当な方法を知らな
い。」Ｔ校Ａ先生

　　�　「親の重視が足りない。例えば保護者
会の時、先生に子どもの学習状況や学校
での様子などについて聞きにくる親は少
ない。先生と協力して子どもの成績を向
上させようとする姿勢が見られない。読
書無用論が広がっている。」Ｔ校Ｂ先生

　　�　「留守児童が原因として大きい。親は
出稼ぎに行って、勉強を適切に指導して
いない。祖父母に甘やかされている。」
Ｒ校Ｂ先生

　　�　「留守児童、祖父母は子どもの勉強が
教えられない」Ｄ校Ｂ先生

　質問「保護者会の出席者を生徒との関係
（両親、祖父母、兄弟、その他親戚など）で
分類すれば、それぞれの比率は何パーセント
を占めていますか」に対する回答では、都市
小学校Ｅ校は60％の参加者が両親であるのに
対してへき地にあるＤ校の両親の参加率が僅
か10％しかない。Ｄ校では70％の参加者は祖
父母である。子どもに定期的な仕送りを送っ

たり、電話をしたりすることしかできない出
稼ぎに行っている親だけでなく、出稼ぎに
行っていないが多忙で子どもの面倒を見る余
裕がない親も子どもの保護者会に出席してい
ない。祖父母に育てられた子どもは概して甘
やかされ、「生徒の自律性が低い。ちょっと
目を離すと、授業中に席から離れたり、床で
遊んだりしてしまう」（Ｄ校Ｂ先生）という。
我慢したり、努力したりすることができない
生徒は例外的な存在ではない。加えて、祖父
母の世代の農民は十分な教育を受けた経験が
なく、したがって孫の勉強を見ることもでき
ない。
　あくまでも教師側の見方ではあるが、親が
子どもの教育に関与しないことが子どもの学
習意欲が低い第一の要因だと言える。この点
は留守児童の状況や親の証言からも明らかで
ある。
　ｂ、親の「無関心」
　親は自分では教育に無関心ではないと考え
ているようだが、教師の眼から見れば事態は
かなり違うことが観察できた。「親の生徒の
学習に対する関心度」についての教師への質
問「生徒の成績に関心を持つ保護者と関心を
持たない保護者はそれぞれ何割を占めていま
すか」の回答では、ほぼ全ての親は口では関
心を持っているが、実際には何も行動をして
いないという教師の厳しい指摘がある。
　　�　「関心を持っている。ただし、留守児

童の親は関心を持っていても何もできな
い。そのような留守児童は1クラスに何
人かいる。」（Ｚ校Ａ先生）

　　�　「口では100％が関心を持っているとい
う。しかし、子どもの学習状況に関心を
持っていない。子どもの期末テストの点
数だけに関心が高い。」（Ｔ校Ｂ先生）

　　�　「「重視している」と言っているのは
100％であるが、実際に重視を行動で示
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している保護者は少ない。親は仕事が忙
しくて、教師と協力して子どもの教育に
力を入れる余裕がないのが大きな原因で
ある。」（Ｔ校Ａ先生）

　「先生に子どもの学習や行為などについて
聞きにくる親は少ない」という証言や、「子
どもの学習過程に関心を持っていない」とい
う証言もある。概して生徒の親は子どもの学
習過程そのものに無関心に見える。教師から
見れば学習意欲の低い子どもの親は課外学習
をさせる意義も必要性も感じていないように
見えるが、もしその意義や必要性を感じても
多忙で指導できないとか、学力がないので子
どもを課外学習させる能力がないなど、子ど
もの教育に参加するのが難しいケースが多い
と思われる。
　こうした中で教師は悩み、孤立感を深めて
いる。都市の学校であるが、Ｅ校のＡ先生の
クラスの例を見てみよう。
　　�　「保護者は生徒の管理が学校の責任だ

と考えている。学校は生徒の管理の責任
は教師にあると考えている。全部の圧力
を教師が負っている。……（中略）……
保護者の考え方がよく分からない。連絡
が取れない保護者もいる。私のクラス
では同じように行動習慣が悪い生徒が2
人いる。一人は保護者が教師に協力しな
いので、結局私も放任するしかない。も
う一人の保護者は積極的に協力してくれ
た。この子は成績がまだ良くないが、行
動習慣がだいぶ良くなってきている。保
護者の協力が非常に大事だ。」（Ｅ校Ａ先
生）

　都市では行動習慣に問題のある生徒の数が
少ないし、この事例のように親の協力を得る
ことも可能である。このため、問題のある生
徒も行動習慣を改善することができるが、農
村へ行くほど問題解決は難しくなる。

　　�　「保護者は教師の仕事に協力しない。
生徒を殴ったり叱ったりするわけにはい
かない。保護者の協力がなければとても
管理が難しい。」（Ｔ校Ｂ先生）

　教育が有効であるためには教師の努力だけ
では十分ではない。特に小学校の場合は保護
者側の協力が不可欠である79。しかし、多数
の保護者が無関心であれば、教師が行ってい
る教育活動は困難になり、教師は孤立せざる
を得ない。
　ｃ、教師と保護者とのコミュニケーション
　コミュニケーションの問題を教師側からだ
け捉えるのは不十分だと考えられるので、親
側の考え方も見てみる。筆者は2017年12月7
日から17日まで8人の農村小学校の生徒の親
に対してインタビュー調査を行った。保護者
の選択条件については、以下の2つである。1）
農村小学校に通っている児童の保護者か、あ
るいは過去にそうした保護者であったことが
ある人。2）長期間に農村に住んでおり、農
村の生活様式に馴染んでいる人。保護者には
調査の主旨を説明し、インタビューを学術論
文に使用することについての承諾を得てい
る。
　質問「お子さんの学習について学校の先生
から連絡がありますか。その頻度は？」に対
して、8人のうち3人はWeChat80で連絡ある
いは知らせが来ると回答し、一人は「たまに
連絡してくる」と、4人は「ない」と回答し
ている。また、質問「お子さんの状況につい
て先生に連絡しますか。その頻度は？」に対
しても、2人はWeChatで連絡を取っており、
5人は「ない」と回答し、1人は「たまに先生
が家の前を通る時、こちらから話しかける」
と回答している。調査対象者のうち4人は学
校教師から連絡貰ったことがない。5人は学
校教師に連絡をしていない。以上の2つの質
問に全て「ない」と回答している親は2人で
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ある。
　保護者は教師から連絡がなくとも、コミュ
ニケーションが不足しているとは考えていな
いようだ。むしろ、学校から連絡があると子
どもが学校でトラブルを起こしたと考え、連
絡がない方が良いという意見もあった。教育
は学校だけの仕事だと考え、保護者の方がコ
ミュニケーションを求めていないことが、教
師と親との間のコミュニケーションが取れな
い要因の一つである。

（3） 教育に高い関心を持つ親がいる子ども
の流出

　『中国農村教育発展報告2012』81（以下『報
告2012』と呼ぶ）は都市化率82を基準にして、
2010年中国各省の都市化率に基づき高級都市
型社会（75％≤都市化率＜90％）、中級都市
型社会（60％≤都市化率＜75％）、初級都市
型社会（50％≤都市化率＜60％）と農村型社
会（都市化率＜50％）に分類した（以下を参
照）。

　『報告2012』では農村小学校五年教育完成
率83を教育の質改善の評価項目として取り上
げ、2008年と2010年上記の各レベル社会の五
年教育完成率を計算した。その結果、各種類
の都市型社会は2008年から2010年にわたって
五年教育完成率が下がった。そのうち、中級
都市型社会は88.56％から79.27％に計9.29％

下がった。また、初級都市型社会の五年間教
育完成率が最も低く、81.1％から74.28％に下
がっている。それに対して、高級都市型社
会の五年教育完成率は100％を超えているが、
2008年の116.82％から2010年の116.72％に僅
か0.1％下がった。五年教育完成率が100％を
超えるのは、五年前の新入学者に対し、五年
後の修了者の方が多いということである。高
級都市型社会の完成率が100％を超えている
のは、五年の間に純流入があったということ
である。具体的に言えば、中級・初級都市型
社会と農村型社会の生徒が高級都市型社会に
移動しているということであり、その結果、
他の分類における五年教育完成率が下がった
わけである。つまり、農村の生徒は都市へ、
内陸部から沿海部へと流動していると推測で
きる。
　どのような生徒が流動しているのか。調査
対象者の事例を見てみよう。親Ｆは雲南省で
10年間ぐらい出稼ぎに行っていた（今は地元
に戻っている）。「子どもはいつも自分のそば
で育てる。子育ては自分の責任だ」と述べる
Ｆは出稼ぎの時にいつも子どもを連れて雲南
省で教育を受けさせていた。当時、流動児童
の流動先での入学がまだ制度化されていな
かったため、子どもを入学させるにはいろい
ろな困難があった84。人脈を利用したり「借
読費」85を払ったりして苦労をしたそうであ
る。Ｆは小売商売をしていたため、一定の経
済力を持ち、子どもを都市で教育を受けさせ
ることができた。Ｆには子どもが2人いて、
今兄は大学4年生で、妹は都市近郊の小学校
へ通っており、成績は優秀である。
　親Ｄは沿海部の工場へ出稼ぎに行った経験
があり、最初は子どもを連れて出稼ぎ先で教
育を受けさせようとした。しかし、高い「借
読費」と生活費はＤにとっては非常に重荷に
なっていた。一方、農村小学校での学費・雑

表５　都市型社会分類

高級都市
型社会

中級都市
型社会

初級都市
型社会

農村型社会

上海、北
京、天津

広東、遼
寧、浙江、
江蘇

福建、黒
龍江、内
モ ン ゴ
ル、吉林、
重慶、山
西

湖南、湖北、山東、
寧夏、陕西、雲南、
青海、江西、河北、
海南、安徽、貴州、
新疆、四川、広西、
河南、甘粛、チベッ
ト

出典：『中国農村教育発展報告2012』 p.33
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費の免除及び生活補助政策の実施により農村
での教育にかかるコストが下がり、経済的に
厳しいＤは子どもを地元に帰らせ祖父母に預
けた。「自分のそばにいた頃は子どもは成績
がよかったが、故郷に戻った後成績が落ちた。
結局この子は大学に進学できなかった」とＤ
は残念がっている。
　梁・李（2012）は名門大学の学生の出身地
構成を分析し、都市の出身以外はほぼ全てが
県城の重点校出身である86と指摘している。
名門大学に入学しようと思えば、県城の重点
校または都市の学校に行かないとほぼ不可能
だということである。
　子どもを都市に移動させて教育を受けさせ
続ける農村の親は教育に対する高い関心があ
る。さらに、親には一定の経済力がなければ
ならない。現在では戸籍制度の緩和により、
人口の流動はより容易になっているため、子
どもの教育を重視し、かつ経済力を持ってい
る親は子どもを県城または都市の学校に行か
せるようになった。激しい進学競争のため、
都市では概して親の教育に対する関心が高
い。他方、農村では教育に関心があり、経済
力のある親は子どもを県城または都市の学校
に通わせる傾向が強く、農村に残る子どもの
親は教育に関心の薄い者が多数派になってい
ると思われる。

おわりに
　「教員の地位に関する勧告」によると、「教
員の勤務条件は、効果的な学習を最大限に促
進し、かつ、教員がその職務に専念しうるよ
うなものとする」87ものである。
　しかし、「言うことを聞かない」「問いかけ
に反応がない」という低い学習意欲を示して
いる生徒が農村では少なからず存在してい
る。農村義務教育において、「効果的な学習

を最大限に促進」するということが満たされ
ていない状況にある。さらに、出稼ぎ・多忙
の親に示されている教育に対する無関心は子
どもの家庭教育に期待することがほぼできな
い状況を示す。親の協力を得られない教師は
生徒の学習意欲を向上させることが非常に困
難であり、孤立化してしまう状態である。教
職に対する誇りも期待も消失し、転職を真剣
に考えたり、仕事に消極的に対応したりする
可能性が高い。
　インタビューを通して教師は自分が公務員
であることを強く意識していることを観察し
た。一方、一般公務員とは差別されているこ
とも意識しながら「末端公務員」という劣等
感を常に持っている。
　呉（2013）によれば中国の教育政策を策定
する際、発言力は政府、とりわけ教育自体に
関心があまりない県などの地方政府とそして
県などに影響力を持つ教育と関係のない主な
利益集団に握られているという。教師はこう
した環境の下で発言権や利益を訴える機会を
失っており88、教育以外の力に翻弄されてい
るように見える。
　本研究により教職に無力感を感じ、周りの
支援が期待できず、さらに「末端公務員」と
いう劣等感を持っているという農村教師像が
明らかになった。その上に、都市小学校の管
理主体は市にあるのに対して、農村小学校の
管理主体は県となっている。市は県の上級行
政レベルにあり、財政力も県より強いし、教
育の専門行政機関の発言力も強い。同じ小学
校であるにもかかわらず、管理主体が異なっ
ている。これにより学校の人事配置も教師の
研修のレベルも異なってしまう。教師に対す
る賃上げ政策は大学本科新卒の教育人材を得
ることを可能にしたが、上述のような環境に
置かれているため、有能な教師は賃上げだけ
では農村小学校に留まらず、流出する傾向が
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ある。
　このような状況に置かれる農村小学校の教
師は職場での自己達成感が低い。学校の支持
も保護者の協力も得られない教師は職業に対
する誇りも期待も失い、転職を希望すること
も少なくない。一方、教師は自分が公務員で
あることを強く意識しているが、一般公務員
より低く処遇されていることを意識して、「末
端公務員」という劣等感を常に持っている。
　そのような環境に置かれている農村の学校
教師は教室の秩序を維持することや不登校の
生徒を無くすこと、行政部門から受けた仕事

に精一杯で、「生徒の学習意欲を誘うこと」「き
ちんと知識を教えること」ができない状況に
置かれている。教師不足という問題は表面的
には改善されてきているように見えるが、教
師が教育以外の仕事に恒常的に忙殺されてい
る現状では教師の人数だけで教師が不足して
いるかどうかを判断することはできない。少
なくとも現状では教師は学習意欲の低い生徒
に取組むだけの時間的余裕を持たないように
見える。そのような状況で農村義務教育が財
政投入と名目的な人材確保だけで十分に機能
するのかに関しては疑念がある。
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とされているが、②の専門的力量は教師が受
けた教育や研修との関係が深い。このため、
学歴が教師の力量に直結するとは言えないも
のの、高学歴化は教師の力量を向上させるた
めの必要条件と考えることができる。

74� 2013-2016年の中国教育部発展企画司「教育統
計データ」より。

75� 上級行政部門の研修を受けた教師に、その内
容を他の教師に教えさせるという仕組みであ
る。

76� 公務員は実質的には終身雇用制であり、給料
は農村においては抜群に高く、社会保障制度

（医療保険・年金など）が完備されている。
77� 桜井は学習意欲を「自発的に学ぶ動機のこと

であり、学習動機の一つ」と定義しているが
（桜井（2002）、p.9）、「意欲」は「態度」「関心」
と共に情意目標とされ、本人にしかわかりよ
うがない内面的なものとされる。しかし、こ
こで学習意欲と言っているのは、具体的に言
えば授業に積極的に参加しているか否かとい
うことである。それは通常は授業態度と言わ
れるものであるが、中国の農村小学校の場合、
授業態度が悪いというと私語したり、騒いだ
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り、立ち歩いたりする授業を妨害するような
行動を指し、授業に無関心とか眠っているな
どの消極的な意味で授業態度の悪い生徒が除
外される恐れがあるためである。学習意欲と
いう一見抽象的な言葉を用いたが、質問の主
旨は校長や教員には伝わっているように思わ
れる。

78� 肖・劉（2018）、p.5。
79� 中国の一種のソーシャル・ネットワーキング・

サービス（SNS）である。
80� 楊（2013）、p.214。
81� 都市化率の計算範囲は城鎮に住む常住人口と

その地域人口総数との比率である。
82� 「国家教育事業発展「十二五」規画綱要」（2012）

で教育の質を測る項目である。計算方法：卒
業生数/入学した時の生徒数＊100%である。

83� 1996年から流動児童の教育問題は検討される
ようになり、2003年に国務院は「農民工子女
の義務教育を受けさせることに関する通知」

（「関于進一步做好進城務工就業農民子女義務
教育工作意見的通知」（国弁発〔2003〕78号））
を公布し、農民工子女に教育を受けさせ、都
市民と同じ基準で教育費用を徴収すると決定
した。しかし、各地が本格的に取組むのはそ
れぞれ異なり、後回しにされていた。

84� 戸籍地（県）から離れて教育を受けている生
徒に対して教育を提供している学校が徴収す
る特別費用である。

85� 梁・李（2012）、p.115。
86� ユネスコ（（1966年10月5日）、p.10。
87� 呉（2013）、p.38。
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